
 

 

 

平成 31年度 持続可能な行政運営のための点検・評価 

稲城市行政運営評価委員会からの主なご意見と市の対応方針 
 

主なご意見 対応方針 

１ 評価する上での目安となる評価基準が必

要。既存の数値目標などを用いて、それ

に対する達成率などを示したらどうか。

既に掲載している目標値の適正化も検討

してほしい。 

本委員会は、評価視点が従来の「事業の効率

化」（事業の削減）から「持続可能な行政運

営」に変わり、市民の満足度の向上が重要と

なるので、今後はご意見を踏まえ、評価基準

を検討していきたい。 

２ 一つの指標だけでは判断しきれない場合

があるので、関連する複数の指標を併記

した方がよい。 

今後、委員会の中でも相談させていただきな

がら、評価に必要な指標を検討していく 

３ 各指標がどのような観点から設定された

のか市民から分かりづらい。指標につい

て事務局だけで検討するのではなく、各

主管課から担当事業に関する指標をあげ

てもらった方が、市民に対する説明責任

を果たしより適正な行政運営にもつなが

ると思う。また、各指標の内容につい

て、他の事業効果も考えられる場合があ

るので、精査してほしい。 

各主管課と協力し、適正な指標の検討を行っ

ていく。 

４ 客観的な評価をするうえで他市の比較検

討は必要である。多摩地域 26市の状況

と稲城市が 26市の中でどのぐらいの位

置にあるか等のデータを示してほしい。 

他市の状況と 26 市の中での位置に関するデ

ータを併記していく。 

５ 対象事業の選考プロセスを記載しない

と、恣意的に選んでいると誤解が生まれ

ると思う。 

対象事業の選考理由を明記する。 

６ 事業の「内容・目的等」の中で、その事

業目的が市民のためであることが見える

ようにしてほしい。記載内容について各

主管課で議論することで、事業目的を明

確にし職員の意識改革につながる。 

事業の「内容・目的等」の記載事項につい

て、記載方針や記載例等を示した上で、各主

管課と調整していく。 

７ SDGs の観点も取り入れた計画の事業

は、持続可能な行政運営に資する事業と

しても挙げてほしい。教育委員会も、今

後は持続可能な教育行政の運営を検討す

る必要があり、例外ではないと考える。 

教育委員会を含めた各主管課と調整してい

く。 

８ 事業の選定にあたっては、子どもが多い

などの稲城市の実情に即した、市民サー

ビスに軸足を置いてもよいと思う。 

事業を選定する際の方向性を示して、各主管

課と調整していく。 

 


